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公教育論の構造と問題点
東京電機大学小松郁夫
はじめに
教育の問題と課題を考察する場合，当然のことながら，その教育が位置づいている社会と時代
を抜きにして語ることはできなし '0 i教育の理想と学校の現実との間にあって， まじめな学校や
教師の悩みは，私どもにも痛いほどわかるj という最後のメッセージを残した吉本二郎氏の場合
も，その認識を明雌に持っていたといえるO この絶筆の言葉は， 20世紀の激動の1寺代を，文字通
り「まじめに」生き抜いてこられた氏ならではの言葉であったし，岳分の生きざまと社会や国家
との絶えざる緊張関係を真剣に受けとめてきた人のみが諮り得る言葉ではなかろうか。
本稿は，吉本学校経営学の I~]の「公教育論」に焦点を当てて，氏の理論構築の中で「公教育論J
がし 1かなる内容と位置を占めていたかを，その背景にある歴史性や人間性をも視野に入れながら
検討してみようとするものである。筆者にとってみれば、，本稿をまとめる作業は，研究者にとっ
て，盟!論構築がその生きざまや人間性と切り結んだものであるべきで， i言葉遊びではない」本
物の研究の在り方を指導していただいた師への決意の表明でもある。
吉本氏にとってみれば， i公jや国家というものの存在は，戦後生まれの我々とは違う，非常
に重く，外存的に認識困難な「対象」であったと思う。 問題の全てを，安易に1寺代論や基底的な
社会体i1J!Jに還元する分析手法は，現に慎まなければならないが，いかなる環境の中で，あるいは
し1かなる経験を背景として思索を重ねてきたかは，理論展開の背景を矢口る上で重要なポイントに
なり得るものと思う。その意味からすると，氏が戦争を自分の人生の本質に関わるものとして生
き抜いてこられたことは，氏の学nヰを理解し，分析し，そこにおける国家の存在や「公」の概念
を認識する i二で，最も重要な，そして本質的な点になるであろう。自分の生きてきた過去を思し 1
出のように単純に振り返ることは余り好まなかった氏の生きざまからすると， こうした手法は邪
道なのかも知れないが， i生きること」と「考えること」を分離せずに人生を終え，実際には理
論と人生を真撃に結合させてきた氏から，筆者が学んだ最も重要な内容ではなかったかと思う。
長も多感で，最も真実IJにかっ深刻に学問や研究の在り方を考え，悩んでいた筆者の学部時代に，
氏は最も揺れ1新進気鋭の教授として活躍し始めていた。公教育論や学校論が氏の研究課題として，
内外ともに大きな位置を占めていた時代であったと jtl う。国家が，今世紀最大の規模でI~れ 1 直さ
れている今日，再びこの問題を取り挙げ、られることは，筆者にとっても恵まれた機会である。
-12-
1 .学校経営論の基盤としての「公教育論J
(1) 学校経営論の出発点としての「公教育論」
学校や学校経営の問題を考察する場合， r公教育jの概念は基本となる問題であることは言う
までもなし 1。しかし，吉本学校経営学においては， r公教育論j は理論構築の中心~!flJになってい
たとは考えられない。それはあくまで，学校論や経営組織論などの展開のための基盤になってい
たものと思う。そこで本論文を展開するに当たって，議論の展開を助長する目的で，筆者なりの
「公教育論」の枠組みを設定し，その内容把握と分析を展開して，筆者なりの考察を進めて， そ
の I~Jで吉本論の公教育論を再構成することにしたい。
吉本学校経営学において， r公教育論Jが理論展開の中心になっていない実際の例として， た
とえば，氏が編集した著者『学校論』において， r公教育制度と学校」を執筆したのは，沢井昭
男氏であるし，同じく『学校組織論』では， r公教育の組織としての学校」を書いたのは，真野
宮雄氏であった点を挙げることが出来る。両氏が，吉本理論における「公教育論」の影響を受け
ていたとはいい難く， したがって，まずこの点からして， r公教育論」が氏の研究テーマの中心
であり，関心の的であったとはいえない。
しかし，主著『学校経営学Jを第一章「公教育制度と学校教育J，第一節「公教育の意義」か
ら書き始めたことからもわかるように，学校と学校経営，学校組織などを考察する上で，公教育
論を出発点に認識しておく作業は，吉本理論の構築に当たっても，非常に重要なプロセスであっ
たように思う。また，吉本論における「公教育論」は，ほぼこの『学校経営学』の内容に尽きる
といえるO その意味で，本稿が考察の対象とした著書は，ほとんどこの著書に集中した。吉本理
論における「公教育論jの位置を示す明確な証拠のーっとも言えよう。
(2) 近代合理主義の国家観
では，なぜ公教青論や国家と教育の問題が中心的なテーマにならなかったのであろうか。もち
ろん，その学問的視野から欠落していたわけではない。また，いわゆる政治的感覚が弱かった人
でもないと思う。氏には逆に，組織と人間の生きざまに関しては，教育学者としては，卓越した
感覚と洞察力があったように思う。氏の理論形成の歴史的過程を考慮すると，およそ次のような
仮説を設定することが可能かと思うのである。
第一は，東京高等師範や東京文理科大学時代を通しての， rドイツ的」近代思想への接近があっ
たからではなし 1かと思う。すなわち， r公」概念、や国家概念の認識において，近代合理的な精神
が身に付いたこと，理性的あるいは論理的に構成された国家観が，氏の公教育論の根底に潜んで
いることを確認することは，決してそれほど困難な作業ではないと思う。機能主義的な国家概念、
や運動論からする公教育論の展開に関しては，氏はほとんど無縁な人であった。
さらには，近代市民社会の政治的支配の構造に関して，基本的に肯定的な判断をしていた人で
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もあった。すなわち，近代の「政治的国家」が近代法の精神の下で，われわれ諸個人を法的に解
放された「自由なJi権利主体Jとして，形式論理的に承認し，国家あっての個人との認識を-
12:して堅持していた人でもあったと忠う。それゆえ，権利の擁護や主張のみを突出して主張する
人々との論議には，安易に向調する姿勢は全く持ち合わせていなかったようである。「教育的政
治」のUt界やその論争の舞台に不用意に登場する il珪薄さ」とは無縁な人であったが，決して関
心がなかったわけではなく，本能的に「政治性J の~Îつ怪しげな部分には，非常に箸戒心の強かっ
た人であったと思う。それでも，教育裁判でi主HHlJ の証人を引き:受けるなど，重要な i易面では lり JI~l
に臼分の立場を示す姿勢は失っていなかった。
今にして思えば，氏は，いわゆる近代的合理性の精神に対し，一定の信頼や思い入れがあった
のではなかろうかと推測される。ここでいう近代的合理性，あるいは近代的「理性」の思想は，
言うまでもなく，近代西欧文化が世界を支配する中で，絶対的な価値として確立したものである。
氏が青春時代を通して学んで行ったこの価値は，戦争という時代をくぐり抜けても本質的に変わ
ることがなかったように思う。一方で，近代とは何か， iE欧的な文JHKにおける「理性Jや「合理
性」は何か， といった根源的なr.Jjl ¥にまで突き進む， i無謀さ」のような危険を犯すことはなかっ
た人である O モtき抜いたIl寺代の挑発を受けて，軽重浮薄に，あるいは付和雷同して研究サークル
内での「騒ぎJに，のこのこ加わることには慎重な判断をした人であったと忠う。それが本当に
「慎重さ」から来たのか，どこかで実際は「憶病Jであったのかはよく分からない。亡くなる i直
前に，筆者の研究上の人間関係について， i政治的な付き合Lリにはくれぐれも用心するように，
との忠告を受けたことからすると，本来f内にこうした点については，慎重な姿勢をjおさなかった
人と盟解すべきなのかも知れない。
しかし，脱学校論の論争にも一定の1*1心を示していたわけだし， 1970年前後の全国，全世界を
括:fるがした「大学紛争」の時代には，現役の大学教授として重要な位置を占めていた人である。
社会主義イデオロギーに対しでも，一定の関心は持っていた。今健在であったら，最近の世界情
勢の変化をどのような目で眺めていたか大変興味があるところでもある。もっとも反面では，泥
沼的な国家論や「政治性」の論究からやや離れたところで，学校経常の研究に主たる精力を注い
だことが，氏の研究成果を高め得た影の安広iかもう~Jれなかった。
亡くなる直前に書かれた短い文章の中で，次のような部分が今回目についた。それは入続中の
病床の[jJで，韓国・台湾.;1!純への関心を強く示したことである。すなわち， i韓国， 台湾，沖
縄を訪ねた時から，かの地の特有の弱さや勢いを感じ取っておりました。すでに十数年も前から，
これら国々や地域の動きに関心を持っておりましたことも事実ですが，私としては， これら国々
や地域における教育の問題について精力をそそいでおきたいと思っておりました。どうか，それ
ぞれ道，方向において， このIUj題について前進がはかられることを期待しておりますjと述べて
いるのである。 関心の対象が，なぜ海外の中で、韓国で、あり，台湾なのか，日本の I~]で沖縄なので
あろうか。最近の朝鮮半島で、の動向や，香港を含めたi宇宙政府の政策動向などの変化をかなり以
ーは一
rijから視野に入れて判断だとしたら，驚くべき鋭角的な政治感覚であるし，民放問題をも考慮し
てのことであるとしたら， これも氏の国家制の本質認識に関わる重要な感性のなせる一面ではな
かろうか。それぞれの国，地域とも，人間関係において恵まれた状況にあったとはいえ， もう少
しIl寺IM1があったなら， r非攻的jな感性の下で、の国家や民族認識が発展したであろうし，氏自
身が念願していたように， これらの国々や地域の教育問題を考察するIjJから，新たな公教育論が
誕生していたかも知れないと思う。この問題は，課題を受け継ぐことが期待された我々世代の重
要な解決課題であると思う。
2. 公教育論の枠組み
(1) r公J概念の吟i床
さて以下では，不十分ながらも氏の著作のiゃからもう少し呉体[内な「公教育j概念を取りだし，
検討を加えることにしよう。
「公教育jの概念、は本来，構造的に考えれば，教育主体としての意味における「公」による教
育と教育内容や方法の原則に関わるものとしての「公の性格を有するJ教育の一二而性を持つもの
であると思う。したがって， r公」とは何か， という問題点が第一の分析視角となるべきである。
すなわち， r公j の実態認識がI~:\] われなければならない。言い替えるれば， r公jなるものの主体
の把握とそれに関する分析が要求されるO
第 2には， r公」の主体が荷する特性，その実態，価値認識などが考察されなければならない。
これは，言うまでもなく，基本的には第一の考察を基礎にして分析・展開されるものであろう。
それではまず， r公」の主体を氏にあってはどう考えていたのだろうか。 I明作に述べられてい
るものは，言うまでもなく「国家」であるO その著 F学校経営学Jの[1:1で，li史的の公教育の説明
として次のように述べている。
「その思想，制度，現実において，設置者や公費をテコとして実質[内にl;rn家的要求のみに基づ
く教育を形成し，それが公教育の実体と観念されてきたものと忠われる。
しかし現代の教育思想や教育制度においては，公教育の概念、が，より多面的にとらえる必要が
あるO 設置者JIJの観念、や，経費負担者の観点だけでは規定し得ない内容を持っているからである。
公教育とは， ~すべての子弟に，公費をもって提供され，教育行政の統制を受ける，普通教育段
階の教育である』と考えられる。」
と述べている (p.13)。また，次のようにも述べている。すなわち，
「現代の公教育制度は， ・・・子どもの教育を受ける権利の保障として企図されているもので
あり， ・・・『公教育は，国民に対する社会の義務であるJとの忠怨が，その基本鋭jえになって
いる。教育の機会均等の実現，公費による教育の実施，義務教育無償の拡大などは，すべてこの
教育政策理念に基づくものといわねばならなし 1。いわゆる国家の利益とされるものの，単純な国
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家!ヨ的だけを意味するのではなく，広く公共的性格をもった福祉的目的の見地において求められ
なければならないのである。J
と語っているのである。
以上のことからもわかるように，吉本論では公教育の主体として「単純な国家」説は否定する
ものの， I福祉国家」もしくは受教育権を背景とした「現代国家jを「公Jの実体とする説を採っ
ているものと理解される。
(2) 社会権的基本的人権としての「受教育権」認識
また，受教育権を「社会権的基本的人権J(p.27) と把握し，自由権的基本的人権の範ちゅう
で論議すること，すなわち，教育権をめぐる国家の役割として，消極的ないしは反動的な国家機
能で公教育をめぐる権利把握を考察することと明瞭な一線を画している。
しかし反面で， このすぐ後にこう述べている。
「憲法第二六条の規定には， r法律の定めるところによりム『その能力に応じて』の二つの条
件が与えられているので，呉体的な権利の内容や範囲は，実擦には国家の教育政策によって大き
く左右されるO しかし基本的には留が移りゆく社会変化と，そこでの国民生活を考慮し，文化的
生存の実質を高く維持するに足る教育を，国民のすべてに保障すべき義務を負うものと，積極的
に理解されるべきであるoJ(下線部は筆者)
と言うのである。また次のようにも述べている。
「現代の公教育は，国家の設ける制度や学校に頼り，国家の監督のもとに置かれた国民教育であ
るoJ(p.28)， I社会の発展の中で，学校を設置し，管理監督の力をのばし，学校教育の目的と方
法への関与において，国家は教育的配慮の義務と権利を手中に収めたのであるO
民主的社会の要請からしでも，社会情勢の変化に伴う自由の条件や実態が変化する中で，真に
平等ないし公平の原理jこ支えられた教育を保障するためには，現代国家にその積極的な役割が期
待されるO 現代は経済的にも宗教的にも，その他国民生活のすべての点において，社会の著しい
変貌が見られるのであり，社会問の階級差や間際を埋め，国民全体の福祉生活を招来するために
は，国家の政治胞策が必要とされる。一一切の社会問題が誼接に国の政治にかかわる問題となった
現代社会に置いて，国民生活のすべての基礎となる教育は，国民的共同利益の視点から編成され
なければならない。」
などと国家の積極的役割jを説明しているO
このように見てくると， I公」の内容が，近代的自由主義国家や独裁国家，夜警国家などと区
別された「現代国家」であったとしても， I閤家」であることには変わりはなかったと理解され
る。したがって吉本論では， レーガン，サ yチャー，中曽根流の「小さな国家」論に紐みするこ
とはなかったし，むしろ逆に，教育を含む福祉的な分野への思家の積極的な役割の実現を望んで
いたと言えるO あるいは，そうした積極的な国家観を氏は持ち合わせていたと指摘できる。
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(3) ドラ y力一的な「新階級国家j観と留氏教育論批判
それでは，第二の「公の性質」について，あるいは「国家j論について，十分な分析がなされ
たであろうか。この点に関しては，いわゆる「国民教育論」の批判として，階級国家観や運動論
からする国家論の展開を否定はしていても，国家そのものの「積極的な統制」には，かなりの信
頼を寄せていたといえる。すなわち，積極的な国家の役割について次のように理解していたので
ある。
f結論的にいえば，公教育への発言権がひとり国家にのみ置かれることは許されないが，国家
も教育全般の組織者として，公教育に対する発言力を有しなければならないのは当然である O 国
民教育論が運動論として労働社会の教育利益を提唱することと，国家が多元的な社会の公衆の教
育的要求を組織することとは混同されてはならない。教育が国民の共同の利益として組織される
ためには，資本と労働という経済的論理だけでは尽くすことのできない，教育内容や人間生活の
複雑さがあることを認めなければならないのである O 社会の経済的観点においてすら， r重要な
ことは資本家でも労働者でもない，新しい階級が出現し，あらゆる工業国において支配的な地位
を急速に擁立しつつあると事実』が認識される必要がある。変貌する社会構造の中で，正しく社
会構成員たる活動を営み得る国民の教育は，国民教育として公教育に盛られなければならな ~\o
国家は単に自律的社会を前提とし，その保全の役割に止まるものではなく，積極的な統制または
調整によって，社会全体の発展に寄与しなければならないのである。J(pp.32司33)
と述べるに留まり， ドラ yカーの「新階級論jを援用するに留まっているO
したがって，氏が震関した国民教育論における「国民j概念の批判は，残念ながら根底的な批
判にはなり得ていなかったといえる。すなわち，国民教育論者への批判のあり方，方向性として
は，あくまでその「国民j概念、の暖妹さに力点が置かれるべきであり，運動論的な批判も，一人
ひとりの「国民Jが持-つ，それぞれのエゴイズムの再組織化とそれらの衝突という，力学的なダ
イナミズムの分析として展開された方が，より明確になったのではなかろうかと思うのである。
いずれにせよ， I公教育論」の核である， I公」の実体とその分析において，階級国家論を採用
しなかっただけでなく，いわゆる議会制民主主義の形式性との関連で国家論を展開することもし
なかった。また，内容をかなり把握していたはずの，行政国家的状況に関しでも，ほとんど触れ
られていなし ¥0 さらに余談的に言えば，先生は一国民として，どのような政治行動を採っていた
のであろうか。またその際に， 日常的にも幾多の矛盾や衝突，宮僚制的弊害や形式主義を感知し
なかったであろうか。
3. 公教育の価値認識
(1 ) 公共性の構造認識
第二のテーマとしては， I公教育論」の「教育」に関する部分の把握であるO この部分は，学
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校論や教育組織論と信技:な関連がある部分である。さらには，教師論のrlJ心部分にもなる内容の
ものと考えられるO 公教育の仁1]心ないしは公教育そのものと即解できる，学校教育の「公共存u
認識ということもできるO 本特集における他の論者の内容と関連するので，問題を二争点に絞って
おこう。第一は， 1公共性」の根拠の間越である。第二は， 1公教育」における「公益性」の問題
であるO あるいは「教育的価値」もしくは「教育的利益」の内容である。
まず， 1公共性Jないしは「公の性質Jの問題である。「公共性jの論拠に関するこの点に関し
て， i-i本説は，いわゆる教育事業者主体説に対し，次のようなたHdliを下している。すなわち， こ
の説は公教育を考えるうえで，分かりやすい着想といえるが， 1それだけでは狭きに失し，学校
教育の理念、やmlJ度にそぐわない。それだけでなく，設置者日IJの観点は，教育は!主!の事務なり，と
いう戦前の思想に背景をもっとも考えられる。」として否定している。また，学校教育事業説，
すなわち，学校教育そのものが公共性を持つ，と言う説に関しでも， 1私立学校もすっぽりと公
共性の概念、に包まれてしまって，私学が本来的にiヨ指してきた独自の教育は影をひそめてしまう。」
として， 自説に採用しなかった。
「そこで第三の観点として，現実に私立学校を F公の支配Jに属せしめている日本の教育体制
から考え，かっ，私学の独自性を強調する理念、を保持する立場からは，私立学校は『公教育に準
ずる教育Jを行うとの観点も成立することになる。J(以上，全て『学校経営Jぎょうせい，から
引用。 p.16) と述べている。この叙述の仕方は， I明らかに当時学会の通説に近かった，第二の教
育事業説に対する反対論が隠されているとみなすことができるO また向1寺に，相良惟一氏の私学=
非公教育論に対する反論も意識されていたものと読みとることができょう。
吉本説においては，私学教育は基本的に学校教育の中の傍流の位置に置かれていたものと考え
られ，私学助成についても，基本的には，憲法第八九条の趣旨に違反するものという認識があっ
た。たとえば次のような叙述も見られる O
1-現行:憲法の規定によれば『公の支配Jの厳密な意味に従って，私学への補助金支出は違憲と
ならざるを得ないが， しかし，公教育の現在と将来の上で，国庫補助は当然に要請されるとすれ
ば，そこには何等かの技術的解決を必要とするであろう。そして普通教育段階の学校教青にあっ
ては， I~! 主性と公共性の調和という点において，より多くの公共性が顧みられなければならない
し，公教育的規律が要請されるといえるのである。J(p.22) 
吉本説の現状認識には，学校教育がますます公立学校中心に展開され，公費による学校の整備
や教育行政による公共性の追求が強く期待されていたとみなすことができる。したがつて，氏の
学説のl仁:1=い!十:
教7育寄経営におけるいわゆる 1氏乏営イ化ヒ」や「;競i説立争!原京E到盟i日1の導入」による学校改革の方i戸向古珂jなどに対して
(は1ま丸， おそらく 「とんでで、もないJというj反文応を示すに違いなしい¥0
一日一
(2) 公教育が保障する「教育価値Ji認識
それでは，第二の問題，すなわち，公教育である学校教育を通じて実現がWH与される「教青的
価値jについて考察してみよう。
まず『学校経営学Jの冒頭で， 1五1えのための教育も，学校教育が殺の直接的教育怠忘を， tjl 
に算術的の総.l-Iーしたものでなく，殺のさJ与はむしろ社会公共;意思によって制御されなければなら
ないのであるO 現代の学校は公教育政策のもとに白かれ，教育の公共円|下jや出!想を実現すること
を基本的なありノjとしている。J(p.10) と述べている。さらには，公教i守の社会的志義の{Jlilrf，Iと
して， 1-現代公教育は}l;く社会一般の生活l=jlY0に丘Ilし，被教育者の教育的利益に立!比Ilするもので
なければ、ならないのである。J(p.14) とも記し， 1教育によって国氏感惜や社会連，HiiE、;色!など，
社会的公共性が士宮われなければならないoJ(p.15) と述べてもいるO 特に公教育制度の仁1:1の1:1心
を占める公立学校iHIJ}交の場合は， 1現代公教育1JiIJJ[は， fhlJ度的には共通，普遍の教育で， I:sl氏全
体の福祉と共同の利益を図るために，国家によって設けられ監管されるものである」とされるO
また， 1公教育は国民教育を日的とするのであるが，その基本的目標は公共の福祉に置かれて
いる」こと (p.30)，1教育は本質f内には国家，社会の機能であり，特に公教育は意識的に社会生
活全般に対する基礎的人間形成を意図するものであるから，広く IJ~I家および、社会生活一般の I~ll向
性に過した，公共的観点の教育が重要視されなければならない。jとも述べている O
以上の点からもわかるように，吉本説では，公教育の中心的役割として思い拙かれていたもの
は， r社会的人協の育成J(p.28)であり，そのi主成が学校教育の目指すべき価値内容として力点
が置かれるようになっている。一人ひとりの忠良の個の実現が，社会全体の発展と有機的に関連
してこそ本当に可能になるとの確信が氏の中に存在していたのではなかろうか。
人間が社会的存在で‘あり，社会との緊張関係のli:Jでこそ「人格の完成」も可能であることに異
論はないが， しかしながら，現実社会の「発展」のベクトルの方下立と，似の充実や倒のもliM(実現
が常時間じ方向に進行しているとは限らないし，逆プ'jï句にこそ，真の!怪史的 léj 己~_g~が可能な場
合もあることを否定することはできないとj担う。我々のこうした歴史的教訓から，占本1m論も!とi
EjJではないはずである。我々はこれを如何に処理すべきなのであろうか。
4. 学校経営論からする「公教育論J再検討の課題
公教育論は，学校を歴史的二社会的文脈のliJで、把握するj療の基盤になるものであるO 吉本論は
その位置づけについては充分な認識があったといえる。しかしその本質的な展開については，や
やlelililj的な姿勢があったように思う。その原因はおそらく，戦後教育史のIj]での政争や論争の狭
間のliJで，現実[内な学校経営論，公教育論を展開したからではなかっただろうか。したがってそ
の内容において，一般的，常識的であった「公」意識を基礎に公教育論を展開したと指摘できる。
そこからわれわれが学び，課題を引き受けるとすると，現在の教育経常，学校経営研究への意義
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として，教脊政策一教育法一教育行政一学校経営の教育官僚制の中で，権力的教育意思という
「光」の入射角のようなものの変化に着目した考察が必要であり，可能なのではなし九かと思う。
確かに氏の論展開は，主体的，臼律的な学校経営論に道を開く発怨であったし，意義深い内容
を多く含んでいた。筆者にとっての課訟として，教育行政，教育政策などとの関連を一層深く追
求しなければと考えている。
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